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研究成果の概要： 

 本研究の目的は、児童にメタ認知や自己制御学習の獲得を促すような復習と予習の学習指導

がもたらす効果を実証することである。2007 年度には、公立小学校 5 年生 119 名を対象に復習

の効果を検討し、2008 年度には 6年生の同じ児童を対象に予習の効果を検討した。  

 主な結果は、メタ認知的能力を重視した復習・予習の学習効果に関して、期待したほど学習

指導そのものの効果は得られなかったものの、個々の児童の適性としてのメタ認知的能力や、

実際の復習・予習の経験によって効果がもたらされることや、学習指導が情意面や適性の育成

に対してもある程度の効果をもつことが示された。 
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１．研究開始当初の背景 

日本の初等教育においては、「自分で課題を

見つけ、自ら学び自ら考え、主体的に判断し

行動し、よりよく問題を解決する資質や能力」

である｢生きる力｣を育成すべき学力ととらえ

ている。この「生きる力」に相当する心理学

概念がメタ認知であるが、近年では、メタ認

知という知的な側面だけではなく、動機づけ

の側面も重視した、自己制御学習（self-reg

ulated learning）という概念が重視されるよ

うになり、この自己制御学習を支援する教育

環境を検討することが求められている。 

PISAや全国学力調査の結果からも、日本の

児童生徒においては、知識はあってもそれを

活用することの問題が指摘されている。活用

型の学力を育成する方策を創出していくこと

は、まさにメタ認知を含む自己制御学習を育

成するという文脈で検討することができる。 

そこで、このメタ認知と自己制御学習を促

進するような教育を考えるにあたって、筆者

は家庭学習の意義と可能性を重視していきた

いと考える。 
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 従来、教師が課す｢宿題｣の意義は、基礎学

力と学習習慣の定着ととらえるのが一般的で

あった。しかし、全国学力調査で上位の結果

を出している秋田県については、ドリル的な

宿題だけではない、自主的で習慣的な家庭学

習を重視していることの効果が指摘されてい

る。家庭学習の中でも自己学習を経験し身に

付けていくことが重要である。また、学校で

の学習内容を、日常生活や他の単元での学習

内容、他の教科の学習内容と関連づけるとい

うメタ認知的知識をもつことも重要である。

さらには、復習だけでなく、｢教えて考えさせ

る授業｣(市川,2004)への転換も含めて、自己

学習としての予習も重視していくべきである

と考えられる。 

 そこで、家庭学習において、基礎基本の学
習だけでなく、メタ認知的な学習を支援する
教材を開発して実施すること、家庭学習と授
業との関連性を有機的に関連づけること、さ
らに学習の進展とともに Phaseを設け、Phase
ごとに支援の重点を変えていくことを提案
し、その効果を検討することとした。 
 

２．研究の目的 

 本研究の目的は、これからの時代に求めら

れる学力を育成するために、小学校高学年に

おいて、児童が自己制御学習を実現していく

ことができるような教育環境について検討

することであった。教育環境の中でも、特に

授業と家庭学習との間に相互的な関連性を

もたせることの効果を、実証的に検討するこ

とであった。筆者が従来「メタ認知」をキー

ワードに行ってきた研究を拡充し、自己制御

学習研究という枠組みで、児童が自己の学習

過程を情動の側面も含めて、自己制御してい

くことを支援し、その効果を探るという意味

合いをもつものである。 

具体的には、まず復習としての家庭学習を

通して、基礎基本の学習だけでなく、自己学

習を経験し身に付けていくことと、家庭学習

において、日常生活や他の単元での学習内

容・他の教科の学習内容と関連づけるという

ことの効果を検証していくこととした。さら

には、復習だけでなく、自己学習としての予

習も重視し、授業と家庭学習のシステム化の

効果を検討していくこととした。 

そこで、学習の進展とともにPhaseを設け、

Phaseごとに支援の重点を変えていくことと

した。具体的には、復習と予習の導入、および

「基礎・基本」と「自己学習」の組み合わせ

で、PhaseⅠからⅣまでを順次導入していき、

それらの効果を探っていくこととしたのであ

る。2007年度には復習指導のPhaseⅠとⅡを

実施し、PhaseⅠでは、メタ認知的知識を重

視した復習プリントを課す学習指導実施、

PhaseⅡは自己学習による復習を課す学習

指導実施を試みた。2008年度はPhaseⅢとⅣ

で予習指導を行ったが、PhaseⅢはメタ認知

的知識を重視した予習プリントを課す学習

指導実施、PhaseⅣは自己学習による予習を

課す学習指導実施であり、段階的に高度な復

習・予習となっている。授業においてもそれ

ぞれのPhaseの重点を踏まえた授業を行って

いくこととした。PhaseⅢに関しては、児童の

取り組み方を見ながら、適宜指導をしていく

必要があり、場合によっては、ⅡとⅢを重複

する形で、また個人差を考慮しながら実施す

ることも必要であると考えた。各Phaseには約

2ヶ月間を充てようと計画していたが、小学校

との話し合いの中で、それぞれ算数の12～16

時間程度の単元を充てることとなった。 

 各 Phaseの効果を検証するために、単元末
の自作学力テストを行うが、単なる学力得点
だけでなく、思考力得点も従属変数として扱
っていくこととした。作成した家庭学習課題
が、思考力や活用力を重視していることから、
テストによってそうした学力を把握するこ
とも重要であると考えたのである。さらに、
児童の学習に関する自己評価も重視したい
と考えた。 
 

３．研究の方法 

＜2007 年度の研究＞ 

2007 年度は、阪神間の公立小学校１校の５

年生３クラス計 119 名を対象に、算数の学習

において復習としての宿題を課して学習指

導を実施した。対象者数については、当日欠

席していたため事前の適性や学力のデータ

のない児童、事後の単元末テストのデータの

ない児童など数名いるが、分析の対象と内容

に応じて、できるだけ手元にあるデータを漏

らさず分析するように配慮したが、相互相関

や重回帰分析の場合にはペアワイズで除外

している。 

研究の実施期間については、事前の質問紙

調査と学力テストの実施は 11 月初旬に、そ

の後宿題を課した期間は、PhaseⅠが 11 月上

旬から 12 月中旬にかけて、 PhaseⅡが 2 月

上旬から 3月中旬にかけてであった。クラス

によって進度に差があるため、１週間前後の

違いがあった。事後の単元末テストは、クラ

ス毎にそれぞれの Phase 終了後 1週間以内に

実施した。 

「算数」の単元は、東京書籍の教科書を使用

しているため、PhaseⅠは、「だいたいいくら

になるのかな」（概数の計算）と「面積の求

め方を考えよう」（平行四辺形と三角形の面

積、いろいろな形の面積の求め方、高さと面



 

 

積の関係）の 2単元であり、指導時間は合わ

せて 14～15 時間となっている。用意した宿

題プリントは、「だいたいいくらになるのか

な」2回分、「面積の求め方を考えよう」6 回

分である。PhaseⅡが「円をくわしく調べよ

う」（円のまわりの長さ、円の面積の求め方）

であり、指導時間は 13～14 時間である。宿

題プリントは 6 回分である。宿題の回数は、

それぞれの単元の 2時間に 1回の割合を目安

とした。従来の計算プリントの宿題と交互に

なるように設定したものである。プリントの

上部には教科書のページ番号を明記し、教科

書を参考とすることができるようにしてあ

る。 

実験群の割り当てについては、当初は統制

群となるクラスを設ける予定であったが、全

クラスの児童を対象に宿題を課すこととな

った。そこで、1 クラスのみ宿題に対するフ

ィードバックを事後の学力テスト前に完了

しない状態にし、またフィードバックのきめ

の細かさにおいて若干劣るようにした。さら

に未提出者に対する指導の低さという実態

もあったため、その 1クラスを統制群と見な

すこととした。 

手続きは、2007 年度においては、事前の適

性と学力の測定(自作の学力テストと、メタ

認知・学習に対する考え方についての質問紙

を実施)→PhaseⅠ：メタ認知的知識を重視し

た復習プリントを課す学習指導実施→事後

の学力の測定(自作テストによる)→Phase

Ⅱ：自己学習による復習(プリントに自分で

記述・問題を自作し解くなど)を課す学習指

導実施→事後の測定（自作テストによる学力

測定・事前の質問紙と同様の質問紙・復習プ

リントに関する自己評価）である。 

＜2008 年度の研究＞ 

2008 年度の対象は 2007 年度と同じ児童で

あり、転出入があったが6年生3クラス計116

名である。2008 年度についても、全クラスの

児童に宿題を課すようにという要望が小学

校からあり、実験群を設けることはできなか

った。結果的に、そのうちの 1クラスが、予

習としての宿題をする時間を授業前に取り、

その後授業を行うという形態を、担任教員が

とってくれたため、また、他クラスでは強制

しておらず、未提出の児童もいたことから、

そのクラスを学習指導群とし、他の 2クラス

を統制群として扱うこととした。また、予習

として宿題を行っていた児童（予習群）と、

そうでない児童（予習不十分群）とに分類し

た分析も行うこととした。 

単元は PhaseⅢとしては、「比べ方を考えよ

う」（単位量あたりの大きさ、速さの表し方）

の 16～18 時間を 1 学期に実施し、PhaseⅣに

は「割合の表し方を考えよう」（比、比の利

用）を含めた 10 時間を 3 学期に実施した。

プリント数は、PhaseⅢが８枚、PhaseⅣは６

枚であった。 

2008 年度の手続きは、事前の適性の測定

(メタ認知・学習に対する考え方についての

質問紙を実施)→ PhaseⅢ：メタ認知的知識

を重視した予習プリントを課す学習指導実

施(｢比べ方を考えよう｣の単元で書き込み式

の予習プリント実施)→ 事後の学力の測定

(自作テストによる)と予習プリントに関す

る質問紙の実施 → PhaseⅣ：自己学習によ

る予習（プリントに自分で記述・問題を自作

し解くなど）を課す学習指導実施 → 事後の

測定（自作テストによる学力測定･事前の質

問紙と同様の質問紙・予習プリントに関する

自己評価)である。 

 2007 年度・2008 年度とも、分析は、適性

処遇交互作用の観点から、主として重回帰分

析を行った。適性として、事前に測定したメ

タ認知を重視していくこととする。 

 

４．研究成果 

まず、2007 年の研究について、PhaseⅠ後

の学力と PhaseⅡ後の質問紙調査の結果を中

心に、復習についての学習指導の効果を検討

した。 

（1）事前の適性と学力について 

メタ認知の測定については、筆者がこれま

での研究において作成し使用してきた質問

紙を、一部改良したものを用いたが、同様の

結果が得られた。質問紙の結果を、メタ認知

の測度として用いることができると解釈で

きる。第 1 主成分の固有値のみ大きな値

(7.55)が得られたので、事前の適性の一つで

あるメタ認知の測度として、その主成分得点

を用いることとした。また分析によっては、

その得点をもとにメタ認知の高（主成分得点

1.5 以上）・中・低（主成分得点-1.5 以下）

の 3群に分類したものを用いた。  

まず、事前の適性と学力及び事後の学力の

基本統計量と相関係数について見てみる。思

考力得点は学力得点を算出したのと同一の

テストを用い、視点を変えて得点化したもの

である。異なる方法で同じ解を導き出してい

るか、理由が明示されているかなどの観点か

ら得点化したものなので、思考力得点と学力

得点との相関は 0.9 前後とかなり高い。しか

し、宿題を経験する前と後の学力得点間およ

び思考力得点間の相関は、高いものの 0.7 前

後である。メタ認知の主成分得点と、事前の

学力得点・思考力得点との間には、有意な相



 

 

関は得られたものの、0.3 前後であり、それ

ほど高いものではなかった。また、メタ認知

の主成分得点と宿題を経験した後の学力得

点・思考力得点との間の相関も、0.331 と

0.323 であった。メタ認知が学力と関連して

いることは示されたが、メタ認知のみで学力

や思考力を説明できるものではないことも

示されたと言える。 

（2）②PhaseⅠ後の学力に及ぼすメタ認知と

学習指導の効果 

事後の学力テスト得点を従属変数として

重回帰分析を行ったところ、メタ認知の主効

果は得られた(F=12.63,ｐ≦0.05)が、学習指

導の効果や交互作用は得られなかった。しか

し、事後の思考力得点(複数の解き方を工夫

するなど)については、メタ認知とともに学

習指導の主効果が得られた（メタ認知

F=11.70, ｐ≦0.01。学習指導 F=5.04ｐ≦

0.05）。 図 1 に示した通り、メタ認知的な学

習指導群の方が、全般的に高い成績ながら、

その指導がメタ認知の得点に低い児童に補

償的に働いていることが見て取れる。 

（3）PhaseⅡ後の質問紙調査から見る、学習

指導の効果としての児童の学習態度の変化 

事後の質問紙において、宿題プリントがど

のような変化をもたらしたかを児童に尋ね

た項目のうち、「プリントをやって、もっと 

勉強をしようと思った」という項目について

は、統制群ではメタ認知の効果は得られなか

ったが、学習指導群ではメタ認知の効果が得

られた(χ2=16.72,df=8）。学習指導が、認知 

面だけでなく、学習への意欲・態度にも効

果をある程度もたらしたことがわかる。  

（4）PhaseⅠにおける宿題への取り組みと事

後の学力・思考力との関連性 

 PhaseⅠにおける宿題への取り組みを点数

化したのが宿題得点である。単に正解かどう

かということではなく、生活事象との関連や、

作問のレベル、複数の解き方をしたかなどを

点数化したものである。標準偏差の値の大き

さにも表れているが、分布を見てみると 0～

33 が 36 名、34～47（平均値±SD/2）が 43 人、

48 以上が 36 人であった。個人差の大きいこ

とが示されている。特に得点の低いものは、

提出がない回や、ほとんど答えていないまま

提出している回のあった者である。 

 この宿題得点と、事前のメタ認知とは

0.376 の相関で、事前学力や思考力よりも低

い値であるが、宿題得点とメタ認知得点とを、

それぞれ 3群に分けクロスして、独立性の検

定をしてみると、1％水準で有意な値であっ

た（χ2=13.982, dｆ=4）。また事前の学力や

思考力得点よりも、事後の学力や思考力得点

との相関の方がやや高くなっていることか

ら、宿題への取り組みの効果が伺われると言

ってよいだろう。 

 復習についての学習指導の結果を総括す

ると、予想したほどの高い効果は得られなか

ったが、事前のメタ認知と関係し合いながら、

また、実際に復習課題にどれくらい取り組ん

だかによって、効果がもたらされていること

が示されたといえる。 

次に、2008 年度の研究について、PhaseⅢ

後の学力と、適性としてのメタ認知の変化を

中心に、予習についての学習指導の効果を検

討した。 

（5）事前のメタ認知について 

メタ認知の測定については、2007 年度と同

様に、藤谷(2004,2005)で使用した質問紙を

改良したものを用い、同様の結果が得られた。

第 1主成分の固有値のみ大きな値(8.56)が得

られたため、その主成分得点を事前の適性と

して用いた。      

（6）PhaseⅢにおける予習宿題得点をもたら

す要因について 

計 8回の予習宿題の内容を得点化したもの

を従属変数として、事前のメタ認知、教示群

か否か、及びその交互作用を説明変数として

重回帰分析を行ったところ、メタ認知の主効

果は得られた(F=6.58, ｐ≦0.05))が、学習

指導の効果や交互作用は得られなかった。メ

タ認知と予習宿題得点との関連を示したの

が図 2である。 

 もともと高いメタ認知を持っている群で

は、宿題でもメタ認知を適切に働かせ、高い

得点を示している児童が多いのに対して、低 

 

学習指導群 



 

 

いメタ認知の群では、高得点をとっている児

童の割合が、他の群と比較すると少ないこと 

が示されている。 

（7）PhaseⅢ後の学力と思考力得点に対する

メタ認知と学習指導、及び予習の効果 

事後の学力テスト得点を従属変数として

重回帰分析を行ったが、メタ認知の主効果も

学習指導の主効果も、また交互作用も得られ

なかった。思考力得点についても、同じ結果

であった。予習群と予習不十分群とについて、

事後テスト得点を比較したところ、予習群が

16.0（SD 4.44）、予習不十分群が 14.2（SD 

5.59）で、2 群の間には有意な差が得られた

（ｔ(107)＝1.73,ｐ≦0.05）。 

（8）PhaseⅣ後の学力と思考力得点に対する

メタ認知と学習指導、及び予習の効果 

事後の学力テスト得点及び思考力得点を

従属変数として、事前のメタ認知と学習指導

及びその交互作用を説明変数とする重回帰

分析を行った。メタ認知の主効果も学習指導

の主効果も、また交互作用も得られなかった。

思考力得点についても、同じ結果であった。   

しかし、宿題得点を適性とした場合、学習

指導の主効果は得られなかったが、宿題得点

の主効果は得られた（学力の場合、f=93.84, 

ｐ≦0.01。思考力の場合、f=91.64, ｐ≦

0.01）。また適性に、メタ認知と宿題得点の

両方を組み込んだ場合でも、同じく宿題得点

のみに主効果が見られた。このことから、事

前のメタ認知や学習指導よりも、実際に予習

を行ったかどうかが、学力や思考力に影響を

もたらしていることが示された。 

 予習という学習指導に関する結果をまと

めると、おそらくもともとのメタ認知的能力

やその他の要因が絡み合って、予習への取り

組みがもたらされ、それが学習成果に影響を

与えており、メタ認知的な学習指導そのもの

の効果は、単元学習後の学力や思考力にまで

影響を及ぼすものではなかったと言える。復

習の場合には、思考力得点等にある程度の効

果が見られたのだが、予習については、児童

にその経験がないだけに学習指導の効果が

得られにくかったと考えられる。長期的に予

習に取り組み、それを授業と関連させること

で、効果が得られると示唆される。 

（9）PhaseⅣ後の適性に関して 

 適性処遇交互作用の観点に立つと、適性は

学習の条件として機能するだけでなく、学習

によって育つべき能力でもある。そこで、5

年次の最初に測定した事前の適性としての

メタ認知が、学習指導によって約 2 年後にど

う変化したのかを検討した。まず、全体傾向

として、メタ認知の測定項目 10 項目の合計

得点では有意に低下していた(ｔ＝3.196,df

＝105,ｐ≦0.01)。項目別では、多くの項目

に有意差はなかったが、項目 1の「勉強を始

める前に、自分はこれから何を学ぶのかを考

える」、項目 5 の「勉強する時に、いままで

の勉強を思い出しながらしている」、項目 8

の「勉強を終えた時、思っていたとおりに勉

強できたかどうかを考える、項目 9 の「勉強

の内容がわかったかどうかを自分で考える」

といった項目で、低下がみられた。また、6

年次の最初に測定した事前の適性としての

メタ認知と、約 9カ月後の変化では、同じく

メタ認知の合計得点では有意に低下してい

た(ｔ＝2.261,df＝109,ｐ≦0.05)。項目別で

は、項目 8と項目 9のみに、低下がみられた。

メタ認知的な能力が下がったというよりも、

児童の自己を見つめる目が厳しいものにな

ったと解釈できよう。 

 2 年間とも学習指導群であり、5 年次事前

のメタ認知と 6年次事後のメタ認知のデータ

が揃っている児童はわずかに 11 名であった

が、それらの児童と他の児童とを比較検討し

た。6年次事後のメタ認知を目的変数として、

説明変数を 5年次事前のメタ認知、学習指導

群か否か、それらの交互作用の順で組み込ん

だ重回帰分析を行ったところ、2 年間の学習

指導と交互作用とが有意な効果をもたらし

ていた（学習指導は F＝6.661, ｐ≦0.05、交

互作用は F＝7.322, ｐ≦0.01）。その交互作

用は、メタ認知的な復習と予習を課すという

学習指導のあり方が、もともとの適性として

のメタ認知の低い児童に対して補償的に働

いているという形であった。本研究における

学習指導の効果を実証した結果であると言

えよう。 

 

 研究全体を総括すると、思考力や自己制御

学習に向かわせるようなメタ認知的な復

習・予習という学習指導の効果に関して、期

待したほど学習指導そのものの効果は得ら

れなかったものの、学習指導は、個々の児童

の適性としてのメタ認知的な能力や、実際に

宿題課題に取り組んだかどうかという復

習・予習の経験と関わり合いながら、学習効

果がもたらされていることが見出された。ま

た、その学習指導の効果は、認知面では単な

る学力というよりも思考力への効果や、学習

のための適性であるメタ認知への効果とし

て、情意面では学習への態度への効果として

現れていた。 

今回対象とした児童は高学年であり、すで

に宿題に対する態度が形成されていて、児童

の中には、宿題に取り組むこと自体が難しい



 

 

児童が少なからずいたのが事実である。十分

な動機づけのないまま取り組んだ児童や、取

り組み自体が不十分だった児童の、個別的な

学習プロセスの検討も必要と考えられる。 

家庭学習の内容そのものを検討するには、

より低学年からの家庭学習の習慣づけが前

提となると考えられる。今後は本研究で試み

た学習指導よりもさらに低学年から、長期的

で継続的な指導を実施し、その効果を探る必

要が示唆される。 
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